
 

 

 

 

  はじめに 

 

 企業が外部から資金を調達したり、他社と事業提携を結ぶ際には、一定の企業情報を適切に開示する必要が

あります。すでに歴史や実績のある企業は、過去の財務数値や事業の経緯等について詳細に記載することが可

能です。しかし、スタートアップ期及びアーリーステージ期の企業については、過去の実績がほとんどないた

め、これまでの実績や経緯等の過去の情報に加えて、今後どのような事業展開を行っていき、どのように発展

していくのかという、将来の可能性についての企業情報の開示が欠かせません。また、創業間もない企業は、

資金調達の担保となる資産を持っていないケースが多く、唯一の拠り所は将来の事業計画と経営者自身である

といえます。したがって、将来情報としての事業計画の作成とその開示は、非常に重要な意味を持っています。 

 事業計画の策定は、将来の事業構想を論理的に系統立てて実行可能な形に具体化する作業です。その手順は、

まず「誰に対して」「どんな商品・サービス等を提供するのか」という事業のコンセプトを明確化し、目標と

優先順位を決定します。そして行うべき業務と役割分担、責任の所在、期限を示しながら、「どのようにその

事業を実現していくのか」という具体的な行動の道筋を示していきます。 

ビジネスプランを作成する場合は、必要に応じてさらに詳細な内容のビジネスプランを作成する必要があるか

もしれません。このマニュアルは、ビジネスプラン作成の入門書としてご活用ください。 

 最後に、このマニュアルの構成は、左側ページに記載例、右側ページに記載要領を配置しております。記載

例は一つの事例であり、実際の記入にあたっては、貴社の事業内容に即した具体的な記入をしてください。 

 このマニュアルが、貴社が事業を進める上での指針作りの手引きとして、お役に立てば幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１．事業名（研究開発等テーマ）   高速フルカラープリンター「ＡＰ」シリーズ開発プロジェクト  

２．当該事業を取組む動機    こぼれたトナーが特定の光源に付着する現象を偶然発見し、プリンターへの応用を思いついた。  
３．会社概況 

 会社概要、連絡先等 

 会社名     株式会社 ○○山田工業  設  立 平成７年 ８月   資本金  ３０百万円 

 代表者名     代表取締役 山田 太郎  額面金額  ５０ ,０００円  発行済株式数  ６００   株 

 従業員数 正社員（ ５）名  ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ（  １）名  本   社

 所在地 
 〒100-0001  東京都新宿区新宿1-1-1 

 電話番号 （ 03 ）1111-1111  ＦＡＸ番号 （ 03）2222-2222  

 連絡者名    常務取締役 木村 花子  

 

 事業内容

 フルカラープリンターの製造・販売 

 コンピューター周辺機器の製造・販売  

 直近３期間の財務データ                                         資金調達、株式公開の予定 
  年  月期  8 年 3月期  9 年 3月期 今回の資金調達希望額       ５０ ,０００千円 

  売上高（千円） 
   

    120,500    315,010   株式公開の意思           有   ・   無 

  税引後利益（千円） 
   

   ▲ 11,103    ▲ 3,060   株式公開の予定時期      平成１４年 ３月頃 

 

 

  

   

  純資産（千円） 

 

     18,897     15,837 
 

  大株主の状況                                                   外部機関との取引状況 
   株主名  所有株式数  シェア 役員・会社との関係 新規事業法認定  有・無 認定時期   平成  年   月  

 １   滋賀 太郎  ４５０株  ７５%  代表取締役社長  創造法認定  有・無 認定時期   平成   ８年   ５月 

 ２  滋賀 三郎    ９０株  １５% 常務取締役.社長弟 その他政策支援  有・無  内容 滋 賀 の 新 し い 産 業 づ く り 促 進 資 金  

 ３   滋賀 花子     ３０株    ５% 専務取締役.社長妻  メイン銀行等  有・無  金融機関名   近江銀行/本店 

 ４  近江 剛志     １８株    ３%  営業担当.社長の甥 主幹事証券会社  有・無  企業名 

 ５   琵琶 五郎     １２株     ２%  生産担当.専務の弟

 

 ｷｬﾋﾟﾀﾙか ら の投資  有・無  企業名 

  
 
 
 



    

 事業計画書（ビジネスプラン）記載例・記載要領  

 

 

 ご提出いただく事業計画書（ビジネスプラン）は、投資を受ける場合には、貴社が審査委員会の場でプレゼンテーションする
際の資料としての役割を担っております。従って、記入事項を単に埋めるだけでなく、審査委員等に対してうまくアピールする
ことが必要です。 
 このビジネスプランは、全体で５ページの構成となっており、それぞれには下記の目的を持たせてあります。 
 
 １ページ目： 「誰が」…フェイスシートとして、研究開発等事業名と企業概況を記入していただきます。 
 ２ページ目：  「何を」…どのような事業なのか、どんな商品・サービスなのかという事業コンセプトを明らかにしていた

だきます。 
 ３ページ目：  「誰に、どのように」…商品・サービスを誰に、どのように販売していくのかを中心に、具体的な行動計画

を把握します。 
 ４、５ページ目：「いつ、どれくらい」…今後の事業の展開と、損益計算、資金計画を具体的な数値として表現していただき 
                    ます。 
１．事業名（研究開発等テーマ）：貴社の研究開発等事業名を１行で表現してください。１行でどんな事業なのかを明確に訴え 
                ることが、事業をアピールするための最大のポイントです。 
２．当該事業を取組む動機 
  ・当該事業を取り組むことになった動機、きっかけを簡潔にご記入ください。 
３．会社概況 
 ・貴社に関する基礎データをご記入いただきます。これから会社を設立される方は、予定している資本金等をお書きください  
（その際は、欄内に（予定）とご記入ください。）。 
  ・直近３期間の財務データのうち、「純資産」とは、貸借対照表上の資産の総額から負債の総額を引いたものです。 
 ・原則として提出日現在のデータに基づき、記入してください。 

 ・外部機関との取引状況のうち「その他政策支援」は、国、県の制度融資や補助金の活用状況をご記入ください。



４．事業コンセプトと商品・サービス等の説明 

(1)事業の内容  

 ・高画質のフルカラー印刷が速く・安く・手軽にできるような高性能フルカラープリンターの製造・販売 

 

 

(2)この事業が必要とされる社会的背景  

 ・パソコンの普及が急速に進み、カラー印刷のニーズも仕事から趣味まで幅広く広がっているが、現在のカラープリンターで 

 は、印刷時間が長く、ランニングコストも高いので、ニーズに対応しきれていない。 

 

(3)類似の製品・サービス  

 ・競合製品として、ＡＢＣ社のＡＡＡＰ－１０００、ＢＢＢＰ－２０００、ＣＣＣＰシリーズが挙げられる。 

(4)類似製品・サービスとの違い（優位性）   ・通常のカラープリンターは、インク粒子を紙に吹きつけているが、弊社の製品 

 は、４色のトナー内にあるインク粒子を電気的に紙に定着させるという、まったく新しい方式で印刷する。これにより、一枚 

 あたりの印刷時間は従来の３分に比べてわずか５秒、一枚あたりのコストは１０～３０円に比べて２円になる。 

(5)類似製品・サービスとの違い（弱点）  

 ・製品の特性から、従来製品より消費電力が大きい。 

 ・販売網、メンテナンスサービス網がまだ整備されていない。 

(6)知的財産権等の取得の状況  

 ・インク粒子の定着に関する主要技術については、特許出願中。 

 ・周辺部品についても、現在特許出願の準備をしている（近日中に出願予定）。 

 

 

(7)この事業に関連する経営者等の経験や能力・資格等 
 

 ・代表取締役社長 滋賀 太郎は、□□大学で電気工学を専攻し、理学博士の学位を取得している。 

 ・常務取締役 滋賀 三郎は、弊社役員就任前に大手複写機メーカー△△△㈱の研究所に技術者として勤務し、カラーコピー 

   機の開発に携わった経験がある。  

 



４．事業コンセプトと商品・サービス等の説明 
 
 
  (1)事業の内容 
  ・貴社で手掛けている研究開発等事業の内容を、わかりやすく簡潔にご記入ください。 
   ・製品・技術等の内容がわかる概略図等を添付してください。 
 
 
   (2)この事業が必要とされる社会的背景 
  ・新たな事業を始める場合には、その事業が社会にとって必要とされている事業かどうかが大きなポイントとなります。経 
   済・社会環境の変化によって、必要とされる製品やサービスも変わります。この事業を思いついたきっかけも含め、具体 
   的なニーズや経済・社会の状況について、記入してください。 
 
 
   (3)類似の製品・サービス 
  ・まったく新しい製品を開発したと考えていても、たいていはどこかに類似の製品・サービスがあるものです。冷静に調査 
   をし、類似製品・サービスの名称、製造または販売している企業名を書いてください。 
 
 
   (4)類似製品・サービスとの違い（優位性） 
  ・上記の類似製品・サービスと比較して、貴社の製品が優れている点を、具体的に（できれば数値を挙げて）説明してくだ 
   さい。 
 
 
   (5)類似製品・サービスとの違い（弱点） 
  ・逆に、類似製品・サービスの方が、貴社の製品・サービスより優れている点を、具体的に（できれば数値を挙げて）説明 
   してください。弱点はマイナスイメージではなく、貴社の事業を成功するために克服すべきポイントを明確にする、重要 
   な情報です。 
 
 
   (6)知的財産権等の取得の状況 
  ・特許、実用新案、意匠登録、商標登録など、知的財産権等の取得状況（出願含む）について、具体的にご記入ください。 
 
 
   (7)この事業に関連する経営者等の経験や能力・資格等 
  ・貴社の事業を成功させるために、経営者や従業員の方の経験や能力が、重要な要素となります。 
  ・技術に限らず、営業の経験や類似の事業に従事した経験、事業の実施に必要な免許や資格などをお持ちの場合は、具体的 
   に書いてください。 
 
 
 
 
 
 
 



５．販売ターゲット（顧客） 

 ・ＡＰ－１００は一般企業向け、ＡＰ－２００は、自宅で年賀状印刷などにパソコンを活用している個人向け。 

 ・開発中のＡＰ－４０００は、小規模な印刷業者向け。  

６．市場規模（予想される顧客数）・販売対象エリアと市場の状況（成長市場か、成熟市場か） 

 ・1995年のカラープリンターの国内出荷台数は、100万台。累計で1,000万台。年々個人ユースを中心に出荷が増えている。 

 ・従業員300名以下の中小印刷業者は、国内に45,458事業所あり（平成３年度事業所統計）、大きな市場である。  

７．販売価格、価格設定方針 

 ・企業向けＡＰ－１００は、ユーザーへの標準販売価格（税別）３００,０００円、卸売価格（税別）２５０,０００円。 

 ・パーソナルユース向けＡＰ－２００は、標準販売価格（税別）１００,０００円、卸売価格（税別）６５,０００円。 

 ・いずれも、同程度の画質の他社機価格より、２割程度安い価格を設定している。  
８．販売方法とＰＲ方法 

 

              マ ー ジ ン 率 ５ ％      マ ー ジ ン 率 １ ０ ％            販 売 比 率    〔ＰＲ方法〕 
    

 当  社

 

 代理店 

 

 小売店

 

ユーザー

 

 

  

  

 

 

 

 

 

  

  

 

ユーザー

     宅配便による配送・銀行振込に  

 

２０％新聞・業界誌への広告掲載、展示会への出展 

 

 

８０％パソコン関連雑誌への広告掲載、インターネットによる通販売 

     よる代金回収                            

９．事業実施上の問題点・リスク 

 ・販売に関するノウハウがないため、顧客・販路の開拓が計画通りに進まない可能性もある。 

 ・類似製品の価格引下げによる競争力の低下が考えられる。  

１０．技術・製品・サービスの内容、販売方法、ＰＲ方法等を含めた事業全体の優位性 

 ・インク粒子定着の新技術（特許出願中）による高画質と、高速・低コストによる製品競争力 

 ・フルカラープリンターという成長市場に特化した事業展開 

 ・主要部品以外の生産を大手メーカーへ外注委託することによる、製造固定費の削減効果  



 
５．販売ターゲット（顧客） 
 ・製品・サービスの販売ターゲットについて、誰が、どのように利用するのかという観点からまとめてください。 
 
 
６．市場規模（予想される顧客数）・販売対象エリアと市場の状況（成長市場か、成熟市場か） 
 ・上記の販売ターゲットとなる顧客の数や市場の規模を、できるだけ具体的な数値を挙げて記入してください。 
 ・販売を予定している地域エリアについても、ご記入ください。 
 ・その市場の現状と将来性について、成長性という観点からお書きください。なお、成熟市場であっても、事業の組み立て方 
  によっては大きな利益を生むこともありますので、販売方法や事業全体の優位性と関連づけて、ビジネスチャンスの源泉と 
  なる市場の状況をお書きください。 
 
 
７．販売価格、価格設定方針 
 ・計画している製品、サービスの販売価格について、顧客への標準販売価格、卸売価格等を具体的に示してください。 
 ・また、価格の設定に関する方針や戦略についても記載してください。具体的には、顧客の値頃感に合った価格であるか、競 
  争相手と比較して競争力があるか、設定した価格で事業が成り立つか等について、検討を加えてください。 
 
 
８．販売方法とＰＲ方法 
 ・製品・サービスの販路として計画しているルートを図示し、そのシェア構成やマージン率について記載してください。 
 ・また、それぞれのＰＲ方法や販売方針についても記載してください。つまり、潜在顧客に対して、製品・サービスをどのよ 
  うに知らしめ、アプローチしていくのかを、具体的に書いてください。 
  ・優れた性能を持った製品でも、顧客にその製品を知ってもらわなくては売れません。ターゲットとする顧客に合った方法で 
  効果的な販売ルートやＰＲ方法を構築することは、事業を成功させるための最も重要なポイントです。 
 
 
９．事業実施上の問題点・リスク 
 ・事業を遂行する上で、ネックになると考えている事項やリスク等がありましたら、ありのままに記載して下さい。 
 ・問題点やリスクに関する情報は、事業を成功させるために解決すべき課題を明らかにするために役立つ情報です。 
 
 
１０．技術・製品・サービスの内容、販売方法、ＰＲ方法等を含めた事業全体の優位性 
 ・貴社の事業システム全体として、他社に比べて優位な点を説明して下さい。 
 ・特に革新的な技術を使っていなくても、販売方法や顧客へのサービスの提供方法が優れていれば、事業全体としては大きな 
  競争力を有する場合もあります。 
 ・ここで言う優位性とは、利益を生む源泉となる要因として考えてください。 

 

 

 

 

 

 

 



１１．現在の事業進捗状況と今後の事業展開の予定 

ＡＰ－１００、２００は、すでに製品開発が終了し、テスト販売を行っている段階である。来年度から本格的に販売を開始し 

たい。そのため、代理店の募集を積極的に行うとともに、製造装置購入のための資金調達を行う。 

ＡＰ－４０００は、現在製品プロトタイプの開発を行っており、２年後には販売を開始する予定である。  

 

１２．当該事業の売上・利益計画       （     ）内は、粗利益率（％）                                    （単位：千円） 
   事業・商品別計画 

（事業名・商品名） 

    第  ３期 

（平成  １０年 ３月期） 
    第  ４期 

（平成１１年 ３月期） 

     第  ５期 

（平成１２年 ３月期） 

 ・ＡＰ－１００ 

 ・ＡＰ－２００ 
 ・ＡＰ－４０００  

（  －）           － 
（ －）           － 
（ －）           － 
（  ）  

（  25.0）     ３００ ,０００ 
（  22.0）       ３０ ,０００ 
（ －）               － 
（  ）  

（  29.9）    ６９８ ,４００ 
（  27.8）    １１６ ,４００ 
（  11.1）      ３６ ,０００ 
（      ） 

 

 

 

 

 

 

 

        売上高計 

（     ） （  24.7）     ３３０ ,０００ （  28.8）    ８５０ ,８００ 

    税引後当期利益             ▲６０ ,６４０                ▲２ ,４７１               ４８ ,０００ 

 

１３．当該事業の資金計画                                                                           （単位：千円） 
                第  ３期 

（平成１０年 ３月期） 

             第  ４期 

（平成１１年 ３月期） 

              第  ５期 

（平成１２年 ３月期） 

      項    目    金    額      項    目   金    額       項    目  金    額  

 

 

 資 
 金 
 需 
 要 

（設備投資） 

・AP－１００，２００ 

 主要部品製造装置 

（その他） 

・運転資金増 

・借入返済  

 

 

 ８０ ,０００ 
 

 

   ５ ,５９０ 
   ３ ,０００ 

（設備投資） 

 

 

（その他） 

・運転資金増 

・借入返済  

 

 

       － 
 

 

 ２５ ,９１５
   ７ ,５００

（設備投資） 

・本社ﾋﾞﾙ保証金 

 

（その他） 

・運転資金増 

・借入返済  

 

 

 ３０ ,０００ 
 

 

 １３ ,６４８ 
   ９ ,０００ 

 計     ８８ ,５９０   ３３ ,４１５   ５２ ,６４８ 

 資  

 金 
 調 
 達 

・ワラント債（本件） 

・銀行借入  

  ５０ ,０００ 
  ６０ ,０００ 

・増資              
・銀行借入  

        － 
 ３０ ,０００

・増資 

・銀行借入  

        － 
        － 

 

 計 
      

１１０ ,０００  ３０ ,０００        － 
１１．現在の事業進捗状況と今後の事業展開の予定 



 ・この事業計画書に記述されている事業が、現在どのような段階にあるのかを記入してください。具体的には、研究開発を行 

  っている段階なのか、製品プロトタイプはできているのか、テスト販売を行っているのか、すでに本格的な販売を行ってい 

  るのか等です。 

  ・今後の事業展開としては、中長期的にどのような事業展開を行うのか、予定を書いてください。特に創造法の知事認定を受 
  けた研究開発等事業計画の出口部分として検討してください。 

１２．当該事業の売上・利益計画 

 ・事業別または製品別に、売上高の計画を記入してください。なお、売上高は、製品・サービスの単価に販売予定数量を掛け 

  て算出してください。 

  ・（ ）内は、製品・サービスごとの粗利益率です。下記の計算方法にしたがって、算出してください。 
   ＡＰ－１００の場合                 第４期                 第５期 

 

ユーザーへの標準販売価格 

 

          ３００ ,０００円 
 

         ３００ ,０００円 
代理店マージン率              ５％             ５％ 

小売店マージン率             １０％            １０％ 

  

標準販売価格に対する目標原価率

 

    ７５％ （この事例の原価率です）
 

   ６８％ （この事例の原価率です） 

 代理店ルート：直販ルート      ０％：１００％ （第４期の想定）    ２０％：８０％ （第５期の想定） 

代理店ルートの粗利益額の算出 

 会社販売価格 

 

 目標製造原価 

 

 粗利益額 

 

直販ルートの粗利益額の算出 

 

製品ごとの粗利益率の算出 

 

 

  300,000円×{1－(5%＋ 10%)}＝ 255,000円
   
  300,000円×75%＝ 225,000円 
 

  255,000円－ 225,000円＝ 30,000円 
 

  300,000円×(1－ 75%)＝ 75,000円 
   
 （ 30,000円×1,000台×0%＋ 75,000円 
 ×1,000台×100％）÷300,000,000円×100
  ＝ 25.0% 

 

  300,000円×{1－(5%＋ 10%)}＝ 255,000円 
  
  300,000円×68%＝204 ,000円 
 

  255,000円－ 204,000円＝51 ,000円  
 

 300,000円×(1－68%)＝ 96 ,000円 
  
 （ 51,000円×2 ,400台×20%＋96 ,000円 
 ×2 ,400台×80％）÷698 ,400,000円×100 
  ＝ 29.9% 

 注：売上高計に対する粗利益率は、各製品ごとの粗利益額の合計を、売上高計で割って１００を掛けた数字になります。 
    ・税引後当期利益は、下記の計算式で算出してください。                        
    売上高－（製造原価＋経費）＋営業外損益（支払利息等）－法人税＝税引後当期利益 
  １３．当該事業の資金計画 

  ・資金需要欄には、各年度ごとの資金の使途について、設備投資とその他に分けて記入してください。 

  ・資金調達欄には、調達方法・調達額を記入してください。 



１４．貴社の損益計画（実績と予想）                                                                 （単位：千円） 
      年  度 
 項  目 

   第 １期    
平成８年３月期実績 

   第 ２期 
平成９年３月期実績

   第 ３期 
平成 10年３月期予想

   第 ４期 
平成 11年３月期予想

   第 ５期 
平成 12年３月期予想 

 （うち当該事業） 

①売上高 

（       －     ）
    １２０ ,  ５００ 

（         －     ）
     ３１５ ,０１０

（       －      ） 
     ５９５ ,０００

（  ３３０ ,０００）
     ９３０ ,０００

（   ８５０ ,８００） 
 １ ,４５０ ,０００ 

 （うち当該事業） 
②売上原価 

（         －     ）
      ９８ ,  ８１０ 

（         －     ）
     ２５８ ,３１８

（       －      ） 
     ４８６ ,０００

（２４８ ,５００  ）
     ７５８ ,５００

（   ６０５ ,０００） 
 １ ,０６５ ,０００ 

 （うち当該事業） 

③粗利益（①－②） 

（         －     ）
       ２１ ,６９０  

（         －     ）
       ５６ ,６９２

（       －      ） 
     １０９ ,０００

（   ８１ ,５００  ）
     １７１ ,５００

（   ２４５ ,８００） 
    ３８５ ,０００ 

 

 ④人件費 
 

      １５ ,  ０００ 
 

       ２３ ,３００
 

       ２５ ,０００
 

       ３８ ,０００
 

      ５０ ,０００ 
 

 ⑤減価償却費 
 

       １ ,０２１ 
 

         ５ ,１５０
 

         ７ ,５４５
 

        ７ ,２００
 

      １０ ,０００ 
 

 ⑥研究開発費 
 

        ８ ,  １０７ 
 

       １５ ,０７８
 

       ３０ ,０００
 

       ２０ ,０００
 

      ５０ ,０００ 
 

 ⑦広告宣伝費 
 

        ３ ,  ５５０ 
 

         ５ ,３３２
 

       １６ ,０００
 

       ３０ ,０００
 

      ５０ ,０００ 
 

 ⑧その他経費 
 

        ３ ,  ５９３ 
 

       １２ ,１０７
 

       ２０ ,０００
 

       ３６ ,０００
 

      ５５ ,０００ 

 

 

 （うち当該事業） 
⑨経費合計 

 

（      ３ ,５５０  ）
      ３１ ,  ２７１ 

 

（    ２１ ,０９５）
       ５５ ,９６７

 

（    ６０ ,６４０）
       ９８ ,５４５

 

（   ９０ ,０００  ）
     １３１ ,２００

 

（   １４２ ,０００） 
    ２１５ ,０００ 

（うち当該事業⑩

営業利益（③－⑨） 

（    ▲３ ,５５０  ）
      ▲  ９ ,５８１ 

（  ▲２１ ,０９５）
           ７２５

（  ▲６０ ,６４０）
       １０ ,４５５

（   ▲８ ,５００  ）
       ４０ ,３００

（   １０３ ,８００） 
    １７０ ,０００ 

⑪営業外損益        ▲  １ ,５２２        ▲３ ,７８５        ▲７ ,８００      ▲１３ ,９００     ▲１５ ,０００ 
（うち当該事業） 

⑫経常利益（⑩⑪） 

（   ▲３ ,５５０  ）
     ▲１１ ,１０３ 

（  ▲２１ ,０９５）
      ▲３ ,０６０

（  ▲６０ ,６４０）
         ２ ,６５５

（    ▲２ ,４７１）
       ２６ ,４００

（     ９５ ,８００） 
    １５５ ,０００ 

⑬法人税等                ０                ０          １ ,３００        １３ ,０００       ７７ ,０００ 

 （うち当該事業） 
⑭当期利益（⑫⑬） 

（    ▲３ ,５５０  ）
     ▲１１ ,１０３ 

（  ▲２１ ,０９５）
      ▲３ ,０６０

（   ▲６０ ,６０） 
         １ ,３５５

（    ▲２ ,４７１）
       １３ ,４００

（     ４８ ,０００） 
      ７８ ,０００ 

 損益計画の説明（実績と予想について、特記事項等） 

 

 第４期は、ＡＰ－１００、２００の売上が本格化し、第５期には、現在開発中のＡＰ－４０００も販売開始できるものと考 
 

 えている。収益的には既存事業が順調に推移しており、今期より黒字転換が果たせる見込みである。 
 



１４．貴社の損益計画 
  ・４．～１３．で検討していただいた内容に基づき、損益計画を立案します。事業計画を数値化することにより、「利益が 
   どれくらいでるのか？」、「事業として成り立ち、会社が発展していくのか？」、「立案した計画で資金繰りが成り立つ 
   のか？」等が明らかになり、計画の妥当性を検証することができます。 
 
 
             売 上 高：１２．当該事業の売上・利益計画を考慮し、他の事業も併せて「売上高合計」をご記入ください。 
 
               人 件 費：製造にかかる人件費を「原価計」として区分している場合には、それ以外の人件費の合計額である「経費計」 
         の数値をここにご記入ください。 
 
    減価償却費：製造にかかる減価償却費以外の販売費に計上する部分を記入して下さい。本社ﾋﾞﾙ等の既存設備で、設備投資 
        計画に記入しなかった減価償却費が他にある場合には、その金額も加算してください。 
 
    研究開発費：研究開発費の実績と予定額をご記入ください。 
 
    広告宣伝費：販売活動を踏まえ、必要と考える広告宣伝費の実績と計画を各年度毎に計上してください。 
 
    その他経費：上記の費目以外に発生することが想定される費用、たとえば、建物の賃借料、機械のﾘｰｽ料等を可能な限りこ 
        こで計上してください。 
 
    支払利息等：金融収益・費用等（受取利息、開業費償却等）について可能な限り見込んでください。 
 
    法人税等：各年度に負担すべき法人税・住民税を見積もって下さい。簡便法として、利益が出ていない（損失の）年度は 
       ゼロ、利益が出た年度は⑫経常利益の５０％相当額を計上する方法もあります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                                            事業計画書 

                         □ 

 

                      研究開発等 
                                 事 業 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         会 社 名 

 

                   代表者名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                                                                                作成日：平成  年   月   日  

１．事業名（研究開発等テーマ） 

２．当該事業を取組む動機 

３．会社概況 

 会社概要、連絡先等 

 会社名   設   立      年  月     資本金     百万円 

 代表者名   額面金額             円  発行済株式数        株  

 従業員数 正社員（  ）名  ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ（   ）名  本   社

 所在地 
 

 電話番号  （      ）   － ＦＡＸ番号 （      ）  － 

 連絡者名  

 

 事業内容 
 

 直近３期間の財務データ                                         資金調達、株式公開の予定 
   年  月期   年  月期   年  月期 今回の資金調達希望額                     千円 
   売上高（千円）       株式公開の意思       有   ・   無 
 税引後利益（千円）     株式公開の予定時期        年  月頃 

 

    純資産（千円）    

 

  大株主の状況                                                   外部機関との取引状況 
   株主名  所有株式数  シェア 役員・会社との関係 新規事業法認定  有・無  認定時期   平成 年 月 

 １         %   

 創造法認定 
 

 有・無
 

認定時期   平成  年   月  
 ２         %   

その他政策支援

 

 有・無
 

 内容 
 ３         %   

 メイン銀行等 
 

 有・無
 

 金融機関名 
 ４         %   

主幹事証券会社

 

 有・無
 

 企業名 
 ５         %  

 

 

 ｷｬﾋﾟﾀﾙか ら の投資
 

 有・無
 

 企業名 



４．事業コンセプトと商品・サービス等の説明 

(1)事業の内容  

 

 

 

(2)この事業が必要とされる社会的背景  

 

 

 

(3)類似の製品・サービス  

 

(4)類似製品・サービスとの違い（優位性） 

 

 

(5)類似製品・サービスとの違い（弱点） 

 

 

(6)知的財産権等の取得の状況  

 

 

 

(7)この事業に関連する経営者等の経験や能力・資格等  

 

 

 

 



５．販売ターゲット（顧客） 

 

 

６．市場規模（予想される顧客数）・販売対象エリアと市場の状況（成長市場か、成熟市場か） 

 

 

７．販売価格、価格設定方針 

 

 

 

８．販売方法とＰＲ方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．事業実施上の問題点・リスク 

 

 

１０．技術・製品・サービスの内容、販売方法、ＰＲ方法等を含めた事業全体の優位性 

 

 

 



１１．現在の事業進捗状況と今後の事業展開の予定 

 

 

 

 

１２．当該事業の売上・利益計画       （     ）内は、粗利益率（％）                                    （単位：千円） 
      事業・商品別計画 

（事業名・商品名） 

         第   期  

（平成  年   月期） 

         第   期  

（平成  年   月期） 

         第   期  

（平成  年   月期） 

 （   ）  

（  ）  

（  ）  

（  ）  

（  ）  

（  ）  

（  ）  

（  ）  

（     ） 
（     ） 
（     ） 
（     ） 

 

 

 

 

 

 

 

          売上高計 

（     ） （     ） （     ） 

      税引後当期利益    

１３．当該事業の資金計画                                                                           （単位：千円） 
              第   期  

（平成  年   月期） 

             第   期  

（平成  年   月期） 

             第   期  

（平成  年   月期） 

      項    目   金    額       項    目   金    額      項    目   金    額  

 資  

 金 
 需 
 要 

（設備投資） 

 

（その他） 

 （設備投資） 

 

（その他） 

 （設備投資） 

 

（その他） 

 

 計        

 資 
 金 
 調 
 達 

      

                     

 計        



１４．貴社の損益計画（実績と予想）                                                                 （単位：千円） 
            年  度 
 項  目 

   第    期  
平成 年  月期実績

    第    期  
平成 年  月期実績

    第    期  
平成 年  月期予想

    第    期  
平成 年  月期予想

   第    期  
平成 年  月期予想 

（うち当該事業） 

①売上高 

（            ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

（うち当該事業） 

②売上原価 

（              ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

（うち当該事業） 

③粗利益（①－②） 

（              ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

④人件費      

⑤減価償却費      

⑥研究開発費      

⑦広告宣伝費      

⑧その他経費      

 

 

 （うち当該事業） 
⑨経費合計 

 

（              ）
 

（              ）
 

（              ）
 

（              ）
 

（              ） 

 （うち当該事業） 

⑩営業利益（③－⑨） 

（              ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

⑪営業外損益       

 （うち当該事業） 

⑫経常利益（⑩＋⑪） 

（              ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

 

⑬法人税等 

     

 （うち当該事業） 

⑭当期利益（⑫－⑬） 

（              ） （              ） （              ） （              ） （              ） 

 損益計画の説明（実績と予想について、特記事項等） 

 

 

 



 


